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第１編 総論 

 

第 1 章 計画の基本的事項 

 

１．策定の背景と目的 

     本市では、人口の増加に伴い年々ごみの排出量が増加する中で、平成９年度か

ら平成２３年度までの１５年間を計画期間とする「ごみ処理基本計画」（以下「前

計画」という。）を策定しました。 

その後、平成１２年６月に天然資源の消費を抑制し環境への負荷ができる限り

低減される社会を目的とした循環型社会形成推進基本法が制定され、発生抑制、

再使用、再生利用、熱回収とごみ処理についての優先順位が定められたほか、資

源の有効な利用の促進に関する法律や廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下

「廃棄物処理法」という。）の改正、個別リサイクル法の整備等、国の施策として

循環型社会形成に向けた法体系が形づくられてきました。 

このような中、前計画では燃やせるごみや燃やせないごみの適正処理のほかに、

平成１２年３月には資源物の行政収集を開始するなど、様々な取り組みを進めて

きましたが、老朽化した旧ごみ焼却処理施設の更新や排ガス規制の強化に対応す

るため処理能力の向上が必要となったことから、平成１４年３月に前計画の見直

しを行い、同年１２月からは現在の中間処理施設である環境クリーンセンターを

稼動、平成１６年６月からは新たな最終処分場への埋立てを開始、同年１０月に

は家庭系ごみの有料化と危険ごみの行政収集を実施するなど、循環型社会の形成

を意識した施策を展開してきました。 

また、増加していた人口も平成１８年度を機に減少に転じ、高齢化社会の進展

とともに世帯の少人数化が進み、物の購入･消費やごみ排出等における市民ニーズ

も変化していることから、ごみ減量・リサイクルの推進に向けてこれまでの施策

について見直しが必要になってきました。 

なお、生活排水処理に関しては、平成１７年度から平成２３年度までの７年間

を計画期間とする「生活排水処理基本計画」の下に施策を実施してきましたが、

前計画の計画期間との整合を図ることが望ましいと考えられます。 

こうしたことから、ごみ処理基本計画、生活排水処理基本計画ともに最終目標

年度を１年前倒しし、平成２３年度を初年度とする新たな「江別市一般廃棄物処

理基本計画」（以下「本計画」という。）を、江別市廃棄物減量等推進審議会への

諮問･答申、パブリックコメントを経て策定したものです。 

 

 

２．計画の性格と位置付け 

   本計画は、一般廃棄物の処理を長期的・総合的な視点に立って計画的に推進す

るための基本となるもので、廃棄物処理法第６条第１項の規定に基づき策定する

ものです。 

なお、策定にあたっては、循環型社会形成推進基本法等の関係法令を踏まえ、

江別市総合計画（第５次）との整合を図っています。 
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 ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１ ３２

計 

画 

期 

間 

 
 
 
 

計画

開始

年度

  
 
 
 
 

  
 
 
 

中間

目標

年度

     
 
 
 

計画

目標

年度

法体系・計画体系図 

【再生利用の推進】

（略称）

<個別法>

【廃棄物の適正処理】 （略称）

・容器包装リサイクル法
・家電リサイクル法

・食品リサイクル法

・建設リサイクル法

・自動車リサイクル法

（略称）

循環型社会形成推進基本法

・循環型社会形成推進基本計画

資源有効利用促進法

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

江別市総合計画

・基本方針

・施設整備計画

北海道循環型社会形成の推進に関する条例

・北海道循環型社会形成推進基本計画

グリーン購入法

・ごみ処理基本計画

・生活排水処理基本計画

江別市一般廃棄物処理基本計画

北海道廃棄物処理計画

 

 

 

３．計画の期間   

     本計画の計画期間は、平成２３年度から平成３２年度までの１０年間とし、平

成２７年度を中間目標年度とします。なお、社会動向や法制度の改定など計画策

定の前提となる諸条件に変動があった場合は、必要に応じて見直しを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．計画の対象範囲 
     本計画における計画収集区域は、本市の行政区域全域とし、対象とする廃棄物

は廃棄物処理法に基づく一般廃棄物とします。 
 
 

第５次江別市総合計画 
後期基本計画 

計 画 期 間

総合計画等 



- 3 - 

第２章 江別市の概況 
 

１．人口の状況 
（１）人口及び世帯数の推移 

      本市の人口は、平成１０年に１２万人に達し、札幌圏にあってその後も人口

増を続けてきましたが、平成１８年度からは微減の傾向で推移しています。 
      一方、世帯数は、わずかながら増加傾向にありますが、世帯人員は減少し、

世帯の少人数化が見られます。 
 

 

 

 

（２）年齢階層別人口の推移 
      年齢別人口は、年少人口（１５歳未満）と生産年齢人口（１５歳以上６５歳

未満）が減少する一方、高齢者人口（６５歳以上）が増加傾向にあり、少子高

齢化の傾向が見られます。 
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（３）人口の動態 

      人口動態は、近年、自然動態では、出生より死亡が多い自然減にあり、その

差は年々大きくなっています。 
また、社会動態では平成２０年度から転入より転出が多い社会減にあり、両

要素により人口減が進んでいます。 
 

 
 

 
２．産業の状況 

直近の平成１８年の産業別事業所数は、平成１３年と比較すると増加していま

すが、従業員数は減少しています。 
また、平成１８年の産業構成比は、第３次産業が約８６％、第２次産業が約１

４％、第１次産業が１％未満と、平成１３年と比較すると第３次産業の構成割合

が大きくなっています。 
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３．財政の状況 
本市においても、生産年齢人口が減少傾向を示す中、市税等大幅な歳入の増加

を期待することは難しい状況にあります。 
市税の歳入総額に占める割合は、３割程度となっています。 

 

 
 
 
 

４．地域特性 
本市は、札幌市に隣接し、近年はそのベッドタウンとして発展してきました。

ＪＲを中心とした交通アクセスの良さから、札幌市ほか市外への通勤・通学者が

多く、また、人口の１割を超える学生が市内６校の大学、短大に在学し、市外か

らの通学者も多いことから、昼夜間の人口差や季節的な人口の増減が大きい傾向

が見られます。 
こうしたことから、街の核たる中心街は形成されづらいものの、市街地の多く

は住宅地でもあり、地域では盛んな自治会活動が見られるなど、住民と地域との

係わりは比較的多い傾向にあります。 
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第２編 ごみ処理基本計画 
 
第１章 ごみ処理の現状 

 
第 1 節 ごみ処理の流れとごみ組成 
１．分別区分と手数料 

本市の家庭系ごみは、燃やせるごみ、燃やせないごみ、資源物、危険ごみの４

種類に分別しています。 
なお、燃やせるごみ、燃やせないごみは有料収集で、資源物、危険ごみは無料

収集です。 
分別区分と手数料 

分別区分 主な品目 手数料 

燃やせるごみ 
台所ごみ、紙類、プラスチック類(薄い･

軟らかいもの)、布類、草･花など 

燃やせないごみ 

木類(太い・かたまりのもの)、プラスチ

ック類(厚い・かたまりのもの)、ガラス･

陶磁器･金属類、小型家具･敷物類・小型

家電製品など 

有料 
指定ごみ袋 

ごみ処理券 

資源物 
ペットボトル、びん･かん、紙パック、白

色トレイ 

家 

庭 

系 

ご 

み 

危険ごみ 
スプレー缶･ガスカセット缶、乾電池、ガ

ス･オイルライター、蛍光管 

無料 
中身が 

見える袋 

＊指定ごみ袋は、１０リットル袋（２０円）、２０リットル袋（４０円）、 
３０リットル袋（６０円）、４０リットル袋（８０円）の４種類。 

＊ごみ処理券は、長さが１ｍ以内で指定ごみ袋に入らないごみには、８０円、１６０円、

長さが１ｍを超え個別に品目を指定するごみには、２４０円の３種類。 
     排出割合は円グラフのとおりですが、平成２０年１０月の分別区分変更により、

その前後で燃やせるごみと燃やせないごみの割合が大きく変わりました。 

 
     一方、事業系ごみは、家庭系ごみと同じく、燃やせるごみ、燃やせないごみに

分別するほかは、排出事業者で処理されています。 
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２．収集･運搬体制 
家庭系ごみの収集は、すべて民間事業者に委託され、分別区分や地区に応じて、

週２回から月１回（農村地区は週１回から月２～３回）のステーション収集をし

ています。 
平成２１年度末のごみステーション設置数は６，０２７ヵ所です。 

 
収集･運搬体制 

※車両台数は、平成２２年９月末現在。農村地区は１台で収集。 

 
なお、市で収集しない家庭系ごみについては、収集運搬許可業者による収集か、

市民自身による施設への直接搬入となり、適正処理困難物など市の施設で処理が

できないものは、許可業者や専門業者が収集処理しています。 
一方、事業系ごみについては、排出事業者の責任で処理することとなりますが、

事業者自ら施設に直接搬入する場合と、収集運搬許可業者に収集を依頼する場合

があります。 
 
    

３．ごみ処理フロー 

燃やせるごみ、燃やせないごみで収集したごみは、環境クリーンセンターで中

間処理（破砕・熱分解）し、資源物を取り出して資源化業者に売り渡し、処理残

渣は最終処分場に埋め立てます。 

資源物は収集後、リサイクルセンターで中間処理（選別・圧縮・梱包）を行い、

資源化業者に売り渡して資源化しています。 

また、危険ごみは収集後、その種類に応じて、リサイクルセンターでの中間処

理や再生業者への処理委託により資源化しています。 

 

ごみ処理のフローは図に示すとおりです。（数値：平成２１年度分） 
 
 

分別区分 収集区域 収集回数 車種 車両台数 

市街地 週２回 １２台 
燃やせるごみ 

農村地区 週１回 １台 

市街地 週１回 ３台 
燃やせないごみ 

農村地区 月２～３回 （１台） 

家 

庭 

系 

ご 

み 

資源物 

・ 

危険ごみ 

市街地 

・ 

農村地区 

月２回 

月１回 

（月２回）

パッカー車

平ボディ車
３台 

１台 

（１台） 
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ごみ処理フロー図 

 

※（　）書き数

値は含まれ

ない

ヤ-ド保管後、再生業者へ

13t

21t

ヤ-ド保管後、再生業者へ

1人1日当たりの排出量　　939g

29.4%

白色トレイ

紙パック

金属類（スプレー缶等）

その他

リサイクル率

20t

13t

28,984t

3,533t

(72t)

不燃ごみ

資源物残渣

危険ごみ（スプレー缶等）

資源物残渣

資源物

危険ごみ（蛍光管）756t

20t

直接資源化量

34t

環境クリーンセンター

72t

危険ごみ（乾電池）

リサイクルセンター

可燃ごみ

32,591t 776t

直接資源化量

家庭ごみ

23,392t

集団資源回収量

8,378t

計画処理量

33,459t

事業ごみ

10,067t

可燃ごみ

19,845t

中間処理量

33,367t

不燃ごみ

2,663t

資源物

828t

危険ごみ

56t

最終処分率

中間処理後最終処分量

2,325t

5.7%

最終処分量

最終処分場

排出量　　41,837t

中間処理後資源化量

3,862t

2,383t

可燃ごみ

9,139t

不燃ごみ

928t

直接最終処分量

58t

338t

242t

ペットボトル

びん類

金属類

739t

スラグ

2,347t

7t

過年度保管分乾電池

12,281t

18t

23t

総資源化量

かん類

122t

リサイクルセンター

776t

中間処理による減量化率

64.9%

危険ごみ残渣

(2t)

危険ごみ残渣

2t

環境クリーンセンター

3,086t

27,180t

中間処理による減量化量
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４．ごみ組成 
家庭系ごみ、事業系ごみについて行った組成分析結果は次のとおりです。 

家庭系ごみは、市内４地区のごみステーションからの抽出調査、事業系ごみは、

環境クリーンセンターで許可業者車両から抜取り調査を行いました。 
なお、平成２０年１０月にプラスチック類、木類について、燃やせるごみ、燃

やせないごみの分別区分変更を行ったことから、変更の前後で組成が大きく変化

しています。 

 
 

○家庭系ごみ 
     平成１９年度  
     【燃やせるごみ】          【燃やせないごみ】 

 
 

     平成２１年度 
     【燃やせるごみ】          【燃やせないごみ】 
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○燃やせるごみ 

組成は、適正排出として、厨芥類 30.4％、紙類約 24.1％、草・木類 17.0％、プラス

チック類 14.5％、その他 4.1％で、不適正排出として、資源排出可能品目 6.3％、不燃

ごみ 3.6％が含まれていた。 
      ○燃やせないごみ 
        組成は、適正排出として、小型家電製品類 14.6％、金属類 8.5％、木類 6.8％、ガラ

ス類 3.0％、プラスチック類 0.9％、その他 5.2％で、不適正排出として、可燃ごみ 46.7％、

資源排出可能品目 14.3％が含まれていた。 
 
 

    ○事業系ごみ 
     平成２１年度 
     【燃やせるごみ】          【燃やせないごみ】 

 
 
      ○燃やせるごみ 
        組成は、適正排出として、厨芥類 19.2％、紙類 38.9％、プラスチック類 20.0％、草・

木類 4.0％、その他 2.5％、不適正排出として、資源排出可能品目 13.9％、不燃ごみ 1.5％
が含まれていた。 

 
○燃やせないごみ 

        組成は、適正排出として、木類 33.3%、プラスチック類 8.8％、金属類 2.7％、ガラス

類 2.3％、その他 28.8%、不適正排出として可燃ごみ 11.9％、資源排出可能品目 12.2％
が含まれていた。 
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第２節 ごみの排出・処理量の状況 
 

１．ごみ排出・収集量の推移 
     家庭系ごみ排出量は、平成１６年１０月の有料化により大幅に減少し、有料化

前後（平成１５年度と平成１７年度）を比較すると約１８％減少しました。 
一方で、資源物収集（集団資源回収を含む。）は４０％増加し、いずれも減少後

のレベルをほぼ維持しています。 
     また、平成１４年度以降減少傾向の事業系ごみ排出量は、平成２１年度に若干

増加したものの、この間、約２０％減少しています。 
     この結果、総排出量は、家庭系ごみ有料化後のレベルを若干下回るレベルで推

移しています。 
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ごみ排出量の原単位（＊注１）では、家庭系ごみ有料化後の平成１７年度以降

も減少し、平成２０年度では９３５ｇとなり、全国平均１，０３３ｇ、全道平均

１，０７２ｇを大きく下回っています。 
     また、家庭系ごみ排出量の原単位（＊注２）でも、平成２０年度では７１４ｇ

となり、全国平均７３３ｇ、全道平均７３１ｇを若干下回っています。 
 

＊注１ ごみ排出量の原単位は、１人１日当たりのごみ排出量で、家庭系ごみ量（燃やせ

るごみ、燃やせないごみ、資源物、危険ごみ）と集団資源回収量、事業系ごみ量

の合計を、その年の人口、年間日数で除して算出した値 

＊注２ 家庭系ごみ排出量の原単位は、１人１日当たりの家庭系ごみ排出量で、家庭系ご

み量（燃やせるごみ、燃やせないごみ、資源物、危険ごみ）と集団資源回収量の

合計を、その年の人口、年間日数で除して算出した値 
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２．中間処理の状況 
（１）中間処理量 

      ごみの中間処理量は、環境クリーンセンターで行う燃やせるごみと燃やせな

いごみの中間処理（破砕・熱分解）量と、リサイクルセンターで行う資源物と

危険ごみ（一部）の資源化のための中間処理量の合計ですが、そのほとんどが

環境クリーンセンター分となっています。 
 

 
 

 
（２）中間処理施設 

① 環境クリーンセンター 
       環境クリーンセンターは、旧焼却処理場の老朽化と排ガス規制の強化に対

応するため、平成１２年度より本市北西部の当別町界、八幡地区に建設を進

め、平成１４年１２月より稼働しています。 
       当施設は、燃やせるごみと可燃性の燃やせないごみを熱分解する中間処理

施設で、本市のごみ処理の中核をなしています。 
その処理方式の特徴は、ごみを直接焼却するのではなく、可燃性ごみを熱

分解し燃焼溶融するものです。ごみ自体の持つエネルギーを有効活用するこ

とにより、化石燃料（天然資源）の使用量を抑制するとともに、施設に必要

な電力の多くを発電によって賄うサーマルリサイクルを行っています。 
一方、灰分の溶融により発生したスラグは路盤材として活用することによ

り、最終処分場への埋立て量を最小限としています。 
また、排ガスの測定値も基準値を大きく下回るなど、環境負荷も低く抑え

ることができています。 
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フィルター

資　源

熱処理・燃焼工程

熱 分 解
450度

ピット

選別装置

燃やせない
ごみ 破 砕 機

ごみ

ご
み

残渣 埋立処分

燃やせる
ごみ ごみ ごみ

ガス化溶融

熱回収

蒸気・ガス

スラグ

鉄・アルミ

カーボン
ガス

ガス

燃焼
1,300度

ご
み

路盤材などに利用 電力・冷暖房に利用

（
可
燃
性

）

≪環境クリーンセンターの概要≫ 
施設名称 環境クリーンセンター 
所在地 江別市八幡１２２番地 
炉形式 ごみ熱分解燃焼溶融方式 

処理対象物と処理能力 
可燃ごみ 140 トン／日（７０トン／日×２炉）

不燃・粗大ごみ ３５トン／５時間 
リサイクル（熱回収） 

発電能力 
最大１，９８０ｋＷ 

リサイクル 鉄、アルミ、溶融スラグ 
環境負荷 

排ガス等排出目標値 
ダイオキシン類 0.05ng‐ＴＥＱ／Ｎ㎥以下 
ばいじん    0.01g／Ｎ㎥以下 
硫黄酸化物   Ｋ値＝３以下 
塩化水素    １００ｍｇ／Ｎ㎥以下 
窒素酸化物   ５０ｃ㎥／Ｎ㎥以下 
一酸化炭素   ３０ppm 以下 

建設費 ７，２９８，５９３千円（平成１２～１４年度）

 
 

≪ごみ処理の工程≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ＊環境クリーンセンターでは、燃やせるごみと燃やせないごみを破砕して分離した可燃

性のものを、熱分解ドラムにおいて４５０℃で蒸し焼きにしてカーボンとガスに熱分

解し、燃焼溶融して処理します。 
＊燃焼溶融は１３００℃という高温なため、ダイオキシン類の発生を大幅に抑制してい

ます。 
＊燃やせないごみの破砕の際には、マテリアルリサイクルとして鉄とアルミを取り出し

ています。 
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≪サーマルリサイクルの状況≫ 

 
 

 
＊処理の際に発生する熱は、サーマルリサイクルによ

り自家発電しており、平成２１年度の環境クリーン

センターの使用電力量の約７５％を賄い、購入電力

を約２５％に抑えています。 
 
 

 
 
 
 

≪ダイオキシン類測定値≫ 
（単位：ng－ＴＥＱ／N ㎥） 

法定基準値 
（施設管理基準） 

測定対象 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

1.0（0.05） １号炉 0.00016 0.015 0.0058 
1.0（0.05） ２号炉 0.0096 0.020 0 

      ＊ 定量下限未満の実測濃度は０（ゼロ）として算出。 
 
 
 
 
 
 
      また、環境クリーンセンターの運営管理は、運営の効率化や施設維持管理費

について、多額の将来負担を平準化するため、平成１９年１０月から平成３４

年３月までの１４年６ヵ月を期間として、民間事業者に包括委託を行っていま

す。 
      なお、委託後は、その運営管理について、市の求める水準に達しているかを

チェックするためのモニタリングを実施しているほか、経営状況報告等を求め、

受託後の状況を確認しています。 
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     ② リサイクルセンター 
       リサイクルセンターは、資源物のリサイクルのため平成１１年度の分別収

集に併せて建設され、びん、かん、ペットボトル、紙パック、白色トレイに

ついて資源化に向けた中間処理（選別・圧縮・梱包）をしています。 
また、危険ごみとして収集したガスカセット缶、スプレー缶も中間処理（真

空破砕）しています。 
 

（リサイクルセンターの概要） 
施設名称 リサイクルセンター 
所在地 江別市工栄町１４番地１ 
運用開始 平成１２年３月２２日 
処理能力 １８．５トン／日 

処理対象物 
ガラスびん、かん類、ペットボトル、 
紙パック、白色トレイ 

建設費 ４４６，２５０千円 
 

 

リサイクルセンタ－での資源物等の処理工程

破
　
袋
　
機

スプレ－かん等

か　ん

び　ん

ペットボトル

白色トレイ

選　別　機

手　選　別

スチ－ルかん

アルミかん

・無  色  び  ん
・茶  色  び  ん
・その他のびん

圧
縮
機

減
容
機

真空破砕機

圧
縮
梱
包
機

 

 

       なお、リサイクルセンターの運営管理は、平成１９年４月から民間事業者

に委託しています。 
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３．再生処理の状況 

（１）資源化（リサイクル）量の推移 
      総資源化量は、環境クリーンセンター、リサイクルセンターと集団資源回収

の３ルートからの資源化量の合計です。 
このうち、集団資源回収は重量がかさむ紙類が多いことから、総資源化量に

占める割合が高く、近年はその約７～８割となっています。 
経年比較では、集団資源回収は平成１８年度をピークにわずかに減少しつつ

ありますが、減少傾向にあった環境クリーンセンター分が平成２０年度より増

加に転じたことにより、中間処理後資源化量が増加し、総量としては増加して

います。 
これは、環境基準上、一時中断されていた溶融スラグの売却が進んだことに

よるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
このことで、平成２１年度のリサイクル率は２９．４％となり、平成１７年

度のレベルに近づいています。 
なお、全国平均、全道平均を大きく上回っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 18 - 

 
   （２）環境クリーンセンターでの資源化 

環境クリーンセンターでは、搬入された燃やせないごみについて、中間処理

（破砕）により資源化できる部分を分離し、鉄やアルミを資源化業者に売却し

資源化しています。 
また、可燃性ごみを処理するガス化溶融施設で生成される溶融スラグについ

ては、安全性を確認の上、道路の路盤材用に売却し資源化しています。（１３ペ

ージ参照） 
 

＊資源化品目：鉄・アルミ・溶融スラグ 
 
 

（３）リサイクルセンターでの資源化 
リサイクルセンターでは、搬入された資源物について、びんは３色に分別を、

かん・ペットボトルは圧縮・梱包を、白色トレイは加熱減容によりインゴット

（ポリスチレンの塊）化し、紙パックなどとともに、資源化業者に売り渡して

います。（１6 ページ参照） 
また、危険ごみとして収集したスプレー缶やガスカセット缶については、中

間処理後に資源化業者に売り渡し、その他は専門業者に再生処理を委託してい

ます。 
 

     ＊資源化品目 
・資源物 ：ペットボトル・びん類・かん類・紙パック・白色トレイ 
・危険ごみ：スプレー缶・ガスカセット缶・ライター・乾電池・蛍光管 
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（４）集団資源回収事業による資源化 

地域では、自治会やＰＴＡを中心に資源物の自主的な回収が行われており、

市ではその推進のため当事業を実施する団体に奨励金（３円／㎏）を交付して

支援しています。 
回収品目は団体で異なりますが、おおむね次の品目が回収されています。 

 
＊資源化品目：古紙類・びん類・缶等の金属類・布類 

     

 
 
奨励金交付団体数は、毎年わずかながらも増加し広がりが見られます。 
一方、回収量は平成１８年度をピークに減少傾向にありますが、１人１日当

たりの回収量は、全国平均、全道平均を大きく上回っています。 
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４．最終処分の状況 
   （１）最終処分量 
      最終処分場に搬入されるものは、燃やせるごみ、燃やせないごみの施設

で発生する不適物や処理残渣であり、その量の推移は以下のとおりです。 
これら搬入物は、溶融処理されるごみ量だけでなく残渣の無害化に必要

な薬剤処理量等により大きく影響されるため、最終処分量に一定の傾向は

見ることができませんが、平成２０年度の１人 1 日当たりの最終処分量は

５６ｇ、また、最終処分率は６％であり、全国平均、全道平均を大きく下

回っています。 
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   （２）最終処分場 
      当最終処分場は、管理型最終処分場として環境クリーンセンターの建設

に併せて設置したもので、埋立残渣を極小とする当センターの施設特徴に

より、以前に比べると小規模なものとなっています。 
 

（最終処分場の概要） 
所在地 江別市八幡１２２番地 
供用開始 平成１６年６月１日 
敷地面積 ６８，３００㎡ 
埋立面積 ３４，０００㎡ 
埋立容量 ７８，０００㎥ 
汚水処理施設 汚水処理方法：カルシウム除去＋生物処理 

（回転円板法）＋凝集沈殿＋消毒 
汚泥処理方法：重力凝縮＋遠心脱水 

（ガス化溶融施設で焼却） 
処 理 能 力 ：８５㎥／日 

建設費 １，６８４，６６５千円（平成１４～１５年度） 
 

計画埋立年数を１５年間としていますが、平成２１年度における残余容

量は計画容量より５％上回っており、延命化が図られています。 
 

 
 
      なお、最終処分場の運営管理は、環境クリーンセンターとともに民間事

業者に長期包括委託しています。 
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第３節 ごみ処理の収支 

 

１．費用と財源 

ごみ処理費用は、平成１８年度と平成１９年度に大きく増加しました。これは、

一つには、旧焼却処理場の解体工事と、その跡地に廃棄物ストックヤードを建設

し施設整備費が増加したこと、もう一つは、環境クリーンセンターと最終処分場

の長期包括委託を行ったことにより、処理及び維持費が増加したためです。なお、

収集運搬費や一般管理費等に大きな変化はありません。 

また、１人当たりのごみ処理費用は、平成１７年度まで全国平均、全道平均を

下回っていましたが、上記の増加要因の影響で平成１９年度には上回っています。 
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一方、その財源は、施設整備があった平成１８年度と平成１９年度には、国・

道支出金としての補助金のほか地方債が充当されていますが、一般財源が増加傾

向にあります。 

 
 

２．ごみ処理手数料 
ごみ処理費用の財源のうち、主な手数料収入は指定ごみ袋とごみ処理券（６ペ

ージ参照）の販売収入と、環境クリーンセンターへの搬入の際に支払われる事業

系ごみ（１１０円／１０㎏）と家庭系ごみ（直接搬入）（９０円／１０㎏）の処理

手数料です。 
指定ごみ袋とごみ処理券の販売収入は、家庭系ごみの減少に応じて減少し、１

世帯当たりの年間負担額も減少していますが、家庭系ごみの直接搬入に係る手数

料は、その増加に応じて上昇傾向が見られます。 
また、事業系ごみに係る手数料は、排出量の減少に応じて減少傾向にあります。 

     これら手数料のごみ処理費用に占める割合は、平成２１年度において約２１％

となっています。 
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第４節 これまでの取り組み 

 

１．平成２１年度までの市の主な取り組み 

     市では前計画やその見直し計画に基づき、環境クリーンセンター、最終処分場、

リサイクルセンター等の施設整備とともに、清掃事業の効率化・安定化のため、

収集業務の委託拡大、環境クリーンセンター及びその関連施設の長期包括委託等、

ごみ処理に係る基盤的な施策（事業）を進めてきたほか、３Ｒや市民の利便性に

係る次のような事項にも取り組んできました。 

 

 減 量  

 
（１）家庭系ごみ有料化等 

      平成１６年１０月より家庭系ごみ（燃やせるごみ・燃やせないごみ）につい

て有料化を実施し、ごみの排出抑制、資源化への誘導及び市民間の費用負担の

公平化を図りました。この有料化により、家庭系ごみの収集量は、有料化前と

比較して約３０％減量されています。 
また、併せて家庭系ごみ（直接自己搬入）と事業系ごみに係る環境クリーン

センターごみ処理手数料を改定しました。 

 
（２）生ごみ堆肥化支援事業 

      家庭系ごみの中で大きな割合を占める生ごみの排出抑制や減量意識を高める

ため、電気式生ごみ処理機の購入費を一部助成するとともに、ダンボール式の

堆肥化モニター事業を行ってきました。 
      ダンボール式は、従前のコンポスター式に替えて、平成１４年度から実施し

ています。なお、平成１３年度までのコンポスターの助成数は６，５２２件と

なっています。 
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（３）リサイクルバンク事業 

      家庭で不用になった家具類を無料で回収し、希望する市民に無料で提供する

リサイクルバンク事業（リユース）を実施し、使用できる家具類が少しでもご

みとして排出されないようにしています。 
回収は業者委託、展示、提供は直営で行っていましたが、平成２１年４月か

らすべて民間事業者に委託しました。 
      平成２１年度は、バンク建物の移動に伴うＰＲ効果により、利用者数並びに

回収品目数も増加しています。 

 
＊取扱品目：家具類・スポーツ用品（自転車・スキー等）・子ども用品（遊具等）など。 

なお、平成２１年度から家庭用電気製品の取り扱いはやめています。 

 

 

（４）廃食用油の回収支援 

ディーゼル車燃料（ＢＤＦ）にリサイクル（再生利用）できる使用済の植物性

食用油を回収する取り組みについて、回収拠点を広報等で情報提供しています。 

平成１９年１月より店舗回収が始まり、平成２１年度では市内１１ヵ所に回

収拠点があります。 
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（５）レジ袋の削減 

過剰配布・過剰使用の状態にあったレジ袋について、市内の大手スーパー事

業者（６社）、市民団体（江別消費者協会、江別市女性団体協議会）と江別市の

３者間で、マイバッグ等持参促進及びレジ袋削減に関する協定を締結（平成２

０年８月）し、同年１０月から市内１６店舗でレジ袋の無料配布を中止してい

ます。 

中止早々、マイバッグ等の持参によるレジ袋削減に対する市民意識は高く、

現在、マイバッグ持参率は参加店舗平均で９１．５％となっています。また、

協定外の小規模店舗でも、削減を呼びかける店舗が増えてきています。 

 
 

 リサイクル  

 
（１）資源物の分別収集 

びん、かん、ペットボトル、紙パックの４品目について、平成１２年３月か

ら資源物として月２回の無料収集を始め、リサイクルセンターでの中間処理（選

別・圧縮・梱包）により資源化を進めてきました。 

また、平成１４年１２月からは、白色トレイを追加しています。 

 

 

（２）危険ごみの分別収集 

スプレー缶、乾電池、蛍光管など有害物質を含むため環境クリーンセンター

では処理ができないものについて、平成１６年１０月から危険ごみとして月１

回の無料収集を始め、それぞれの性状に応じて資源化業者や専門処理業者に引

き渡して資源化しています。 

 
 

（３）集団資源回収の奨励（１９ページ参照） 
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 排出利便性  

 
（１）プラスチック類と木類の分別区分変更 

      環境クリーンセンターの破砕や焼却処理施設の基準に、燃やせるごみ、燃や

せないごみの分別区分品目が合致していない不都合を解消するため、平成２０

年１０月にプラスチック類と木類の分別区分の一部変更を行いました。 
この結果、ポリ袋やポリ容器など多くのプラスチック類が燃やせるごみとし

て出せるようになり、市民の排出利便性が高まりました。この変更については、

市民アンケートでも多くの方に支持されています。 
 

 
（２）束排出の範囲拡大 

      ごみ一品単位が原則のごみ処理券の使用方法について、有料化以降、剪定木

等の木類に限って束（長さ１ｍ以下、径５０ｃｍ以下）の排出を例外的に許容

してきましたが、平成２０年１０月の分別区分変更に併せてその範囲を拡大し、

排出上のアンバランスを解消するなど利便性を向上させました。 
 
 

（３）ごみステーション数の拡大 

ごみステーションは、戸建住宅にあってはおおむね１０戸に１ヵ所の設置を

求め、共同住宅にあっては４戸以上の場合に敷地内での設置を条例で義務付け

ています。 

平成２１年度末の設置箇所数は６，０２７ヵ所となっており、平成１７年度

との比較で約６％増加しています。 
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２．市民・事業者の取り組みと意向 

     市民や事業者のごみ処理の実態や意向等について、市民アンケート調査と事業

所アンケート調査を平成２１年度に実施しました。 

主な調査事項の結果は次のとおりです。なお、詳細は資料のとおりです。 

 

（１）市民アンケート調査 

① 調査の概要 

・実施期間   ：平成２１年１０月３０日から１１月２７日まで 

・調査対象・方法：市民３，０００人に対する調査票の郵送、回収 

・回答率    ：１，３０３人（４３．４％）より回答 

・調査項目   ：ごみ・資源物の排出実態やごみ減量、リサイクルに関す

る意見等 １０項目２７問 

 

② 主な調査結果 

○ごみ問題への関心度 

年代・男女を問わずごみ問題への関心は約９割と高い傾向が見られます

が、その関心の内容は、ごみステーション等の地域環境、家計や財政への

負担、ＣＯ２等の地球環境問題など様々です。 

      ○３Ｒ用語（リデュース・リユース・リサイクル）の認知度 

        リサイクルという用語の認知度は約９割と高いものの、その他の認知度

は５割に達していません。 

○分別区分変更の賛否 

平成２０年１０月に実施したプラスチック類と木類の分別区分の変更に

ついては、約８割が変更に賛成しています。 

○分別拡大によるリサイクルの推進・分別拡大希望品目 

        手間と費用がかかるリサイクルの推進については、手間は許容するが、

費用負担を拒否する傾向が見られます。 

また、分別拡大希望品目は、発泡スチロールが一番多く、続いて、その

他プラスチック、廃食用油、雑紙、木･枝類となっています。 

      ○大型ごみ収集実施の賛否 

        戸別収集方式で、燃やせるごみ、燃やせないごみとは別料金体系の大型

ごみ収集を新設することについては、約７割が賛成しています。 

      ○収集回数の適否 

        分別区分変更後の燃やせるごみ、燃やせないごみの収集回数については、

燃やせるごみは約９割が適当としているのに対し、燃やせないごみは適当

が７割にとどまり、２割が多すぎるとしています。 

○ごみの収集方式 

ごみの収集方式については、戸別収集方式ではなく、現在のごみステー

ション方式を約８割が支持しています。 

○清掃事業全般（ごみ収集・運搬、処分、分別、資源化）の市民満足度 

市の清掃事業全般についての市民満足度は、「満足、少し満足」を合わせ

て４８％、「普通」が４２％で、現状はおおむね受け入れられています。 
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      ○ごみステーションの状況 

        気になるごみステーションの状況については、様々な不適切状態のうち、

カラス等によるごみ散乱が最も多くの市民に意識されています。 

      ○指定ごみ袋の変更要望 

        指定ごみ袋の種類等の変更要望としては、多くは現状を可としています

が、燃やせるごみと燃やせないごみの袋の統合要望も多くあります。 

      ○こみ減量・リサイクルの取り組み  

        市民の取り組みとしては、「ごみと資源物の分別を徹底する」、「生ごみは

水切りして減量する」、「マイバッグを持参し、レジ袋を断る」、「洗剤等は

詰め替えタイプを選ぶ」などの取り組みが多く見られます。 

 

（２）事業所アンケート調査 

① 調査の概要 

・実施期間   ：平成２１年６月 1日から６月３０日まで 

・調査対象・方法：市内３００事業所（大・小の規模別２６業種）に対し 

調査票の郵送、回収 

・回答率    ：１４６事業所（４８．７％）より回答 

・調査項目   ：１１問 

 

② 主な調査結果 

      ○ごみ・資源物排出量の事業所分布 

        週平均排出量が５００㎏超の２割の事業所では全体の８７％を、週平均

排出量が１００㎏超の４割の事業所では全体の９６％を排出するなど、排

出量は数の多い少量排出事業所よりも、数の少ない多量排出事業所の排出

動向に大きく影響されています。 

      ○廃棄物区分や市のごみ処理範囲の認知度 

        産業廃棄物、事業系一般廃棄物、家庭系一般廃棄物という廃棄物区分に

ついては９割以上が知っているとする反面、市のごみ処理範囲についての

認知度は低く７割以下に過ぎません。 

言葉としては認知していても、知識には至っていない場合が多いと思わ

れます。 

      ○ごみ・資源物の主な処理方法 

ごみとして出さないで、資源化に回している品目は紙類が多く、中でも新

聞・チラシ、雑誌・書籍、ダンボールは約５割が資源化に回されています。 

びん・かんは約４割が、プラスチックではペットボトルの３割が資源化に回

されてはいる反面、資源化されていない部分も多いことがうかがえます。 

      ○ごみ減量、リサイクルへの取り組みや障害 

約７割の事業所は啓発的な取り組みを中心に何らかの取り組みをしてい

る一方、取り組んでいない事業所も３割ありました。 

障害としては、機密文書があること、分別に手間や費用がかかること、リサイ

クルできそうなものがない、従業員への徹底困難とするものが多いなどです。 
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３．ごみ処理の水準（類似団体及び道内主要都市との比較） 
 

     本市のごみ処理の水準について、平成２０年度実績の指標（１人１日当たりの

ごみ排出量、ごみのリサイクル率、ごみの最終処分率、１人当たりのごみ処理費

用）をもとに類似団体及び道内主要都市と比較すると、 
 
 

・１人１日当たりのごみ排出量は、家庭系ごみ有料化等の取り組みにより９３５ｇ 
・ごみのリサイクル率は、集団資源回収事業等の推進により２６．８％ 
・ごみの最終処分率は、環境クリーンセンターの施設特性及び排出抑制や分別・

資源化を徹底していることにより６％ 
 

 
であり、いずれも類似団体平均及び道内主要都市平均を上回っています。 
 
一方、１人当たりのごみ処理費用は１４，６３９円と、類似団体平均及び道内

主要都市平均よりも高くなっていますが、これは将来の環境クリーンセンター等

の運転・維持管理経費の増加に備え費用負担を平準化するため、平成１９年度か

ら長期包括的運営管理委託をしたことが主な原因となっています。 
 
 
 
以上の水準をレーダーチャートで見ると、１人１日当たりのごみ排出量、リサ

イクル率、最終処分率については類似団体、道内主要都市との比較でも平均値を

上回っていますが、ごみ処理費用については平均値に達していません。 

なお、各項目の順位は各項目のグラフ下のとおりです。 

 
 

     ＊類似団体    ：人口や産業構造が類似した本市を含む全国３９市。 
     ＊道内主要都市  ：道内の人口１０万人以上の市と近隣市で本市を含む道内１５市。 

＊レーダーチャート：特定市についてグループの平均値を１００としたときの比率（偏差値）。 
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第５節 ごみ処理の課題 

 

１．発生・排出抑制 

     家庭系ごみの発生・排出抑制については、従前より、生ごみ堆肥化容器購入費

の助成、リサイクルバンクの運営、環境教育等の啓発活動を実施してきましたが、

平成１６年１０月の家庭系ごみの有料化が大きな動機付けとなり、それまでの増

加傾向が減少に転じました。 

平成２０年度における家庭系ごみの１人１日当たりの排出量（集団資源回収を

含む。）は７１４ｇとなり、全国平均や全道平均を下回っています。 

     一方、事業系ごみについては、景気低迷等の影響もあり、平成２１年度は平成

１５年度に比較して約１７％減少するなど、近年は減少傾向にあります。 

     しかし、ごみ（資源物を含む。）の発生や排出抑制は、形あるすべての製品が将

来はごみとして廃棄されることに留意して製品を開発したり梱包するなど、生産

や流通段階から取り組まれなければ、これを商品として購入せざるを得ない消費

者段階においては、根本的な解決は困難です。 

こうした中、消費者としての市民や事業者における取り組みは、購入・消費の

抑制、近年のエコ製品開発に応じた商品選択、修繕し長く使う努力をするなどで

すが、これらはライフスタイルや事業スタイルに係わるものであり、その性格上、

効果としてはなかなか表れにくい面があります。 

     このため、市としてのごみの発生・排出抑制策についても、教育や啓発活動が

中心とならざるを得えないところですが、その中でもより効果的な策を検討する

必要があります。 

 

２．リサイクル 

本市の平成２０年度における資源化率は２６．８％で、全国平均や全道平均を

大きく上回っています。 

資源化量は、その２～３割を占める環境クリーンセンターでの家庭系、事業系

のごみ処理によって取り出される金属類やスラグのほかは、行政収集や集団資源

回収として市民の取り組みによるものです。 

行政収集は、ペットボトルや白色トレイといった軽量品目もあり、資源化量と

して多くはありませんが、市民のリサイクルに係る最も基本的なルートとして集

団資源回収を補完しています。 

市では、これまで順次その品目を拡大してきましたが、更なる品目拡大には新

たな分別収集体制や資源化処理施設等の整備が必要となります。 

一方、集団資源回収分は市が従前より奨励金を交付して推進してきたこともあ

り、現在は資源化量の約７割を占めています。平成２０年度における１人１日当

たりの回収量は１９７ｇであり、他市に比べ既に高い位置にはありますが、行政

収集のような公費負担を伴わないというメリットもあり、より広く市民に浸透さ

せるとともに回収品目の拡大も求められます。 

また、ごみ組成分析によると、家庭系、事業系ともに、資源化できる品目がご

みに混入している例も見られることから、リサイクルに向けて分別の徹底が必要

です。
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３．適正処理 

     環境クリーンセンターは、その中間処理の特徴により、最終処分残渣の極小化

とともに、再生利用（マテリアルリサイクル）や熱回収（サーマルリサイクル）

を行い、環境負荷が極めて少ないごみ処理を行っています。こうした施設特徴を

生かした処理を継続していくには、施設の適正な維持管理や運転が不可欠です。 

また、処理施設での適正処理を支えるのは、市民や事業者の排出行動です。資

源化できるものは、家庭系ごみにあっては資源物収集や集団資源回収を活用し、

事業系ごみにあっては収集運搬業者等の処理ルートを活用した上で、燃やせるご

み、燃やせないごみなどは分別を徹底することが求められます。 

     特に、事業系ごみの一部には、家庭系ごみとして排出のほか産業廃棄物の混入

も見られることから、ごみの排出者としてその処理責任を自覚し、ごみ処理制度

についての正しい知識を得て適正処理することが必要です。 

 

 

４．社会の変化や市民意向への対応 

     ごみの発生・排出抑制、リサイクル、適正処理は、市民一人ひとりの日々の排

出行動によっています。これまでの取り組みにより本市の水準は既に高い位置に

ありますが、家庭系ごみ有料化後６年を経過する中で、より分かりやすい分別区

分、より出しやすい排出方法等も、市民にとって大きな関心となってきています。

また、少子高齢化の進展や少人数世帯の拡大などの社会変化に応じて新たな要望

も表れてきています。 

現有する環境クリーンセンター、リサイクルセンター等の施設能力や収集運搬

体制を有効活用する中で、分別方法や排出方法の見直しなど、市民が理解し納得

できるごみ処理を行うことが必要です。 

     また、ごみステーションの適正管理も市民の排出行動を地域環境面で支えるこ

とから重要です。 

 

 

５．経済性と効率性の確保 

     本市のごみ処理システムの根幹は、施設整備に多額な費用を要した環境クリー

ンセンターや最終処分場を中心とする施設のごみ処理方式に規定されており、こ

れら施設の使用を少しでも長く継続することが、ごみ処理費用の負担を増やさな

いことにつながります。このため、これら施設の運転管理について、平成１９年

度から平成３３年度まで長期包括委託し、管理費用の負担平準化を図っています。 

    一方、収集運搬業務等については、資源物や危険ごみの収集委託等、これまで

順次委託業務を拡大してきましたが、経費削減や効率化に向けて更なる委託化の

検討が必要です。 

     また、有料ごみ袋等のごみ処理手数料は、収入としてはごみ処理費用の２割程

度に過ぎずこれを賄うものではありませんが、受益者負担というごみ処理費用の

公平負担面のほか、ごみ排出抑制の効果もあることから、そのあり方についての

検討も必要です。 
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第２章 ごみ処理基本計画 

 

１．基本目標と基本方針 

 

（１）基本目標 

前章までの背景や現状を踏まえた上で、ごみ処理に係る課題に対処し、環境

負荷の少ないまちを目指すためには、ごみの排出者となり得るすべての者が、

ごみの減量から最終処分に至るまでの過程において、それぞれの立場で必要な

役割に取り組むことにより、資源循環型の地域社会をつくりあげていくことが

必要です。 

このことから、この計画の基本目標を、「市民・事業者・行政の協働による循

環型社会の形成」とします。 

 

 

 

 

 

① 市民（消費者）の役割 

市民一人ひとりが、ごみの排出者であるという自覚を持ち、生活習慣を見直

し、発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再資源化（リサイクル）の

３Ｒや適正排出に努めるものとします。 

 

② 事業者の役割 

事業者は、生産、流通、販売等の各段階でその事業活動スタイルを見直すな

ど、市民とともに３Ｒに努めるほか、自らごみ処理責任があることを自覚して

法令等の理解を深め、適正な処理に努めるものとします。 

 

    ③ 行政の役割 

市は、市民や事業者との協働により３Ｒに取り組みやすい環境やシステムを

整備するとともに、市民の視点に立ってごみの適正処理に必要な施設の維持や

事業の効率化に努めるものとします。 

 

 

 

   （２）基本方針 

この計画の基本目標の達成に向けて、市民、事業者、行政の役割を踏まえ、「環

境」・「社会」・「経済」の３つの視点の下に次の４つの基本方針を定め、具体的

な施策を実施していきます。 

 

 

市民･事業者･行政の協働による循環型社会の形成 
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基本方針１ ３Ｒの推進 

          大量生産・大量消費・大量廃棄型の生活スタイルから脱却し、循環

型社会の形成に向け、ごみの発生抑制、再使用及び再利用の３Ｒの

取り組みを推進します。 

  

    基本方針２ 適正なごみ処理の確保 

安全で安心なごみ処理体制を確保し、ごみの収集運搬・処理・処分

を適正に行うことで、良好な生活環境をつくります。 

 

    基本方針３ 市民の視点に立ったごみ処理システムの構築 

          市民の関心や要望の強い事業に優先的に取り組むなど、市民の理解

と協力が得られるような、適切で満足度の高いごみ処理システムを

構築します。 

 

    基本方針４ 経済的・効率的なごみ処理の推進 

          費用対効果を考慮した事業運営を行うことや各主体が適切な費用負

担をすることにより、将来にわたって持続的かつ安定的なごみ処理

ができるよう、健全で効率的なごみ処理を推進します。 

 

 

２．計画の目標値 

     この計画では、基準年度を平成２１年度とし、最終目標年度の平成３２年度に

おける数値目標を設定して、その進捗状況を検証しながら、ごみの排出抑制及び

資源化を推進し、最終処分量の抑制を図っていきます。 

     なお、目標値は、目標年度における計画収集人口を推計し、本市、国及び北海

道の各種計画等との比較を行い、基準年度における本市の水準を勘案しています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

●排出抑制の目標値 
 平成３２年度における１人１日当たりのごみ排出量を基準年度より

約３％減少させ、９１０ｇとします。 
 
●資源化の目標値 
 平成３２年度におけるリサイクル率を基準年度より３．６ポイント

向上させ、約３３％とします。 
 
●最終処分の目標値 
 最終処分場の供用期間を当初の計画期間である１５年から５年以上

延長させます。 
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● 排出抑制の目標値   

総排出量とは、家庭系ごみ及び事業系ごみの合計で、家庭系ごみには燃やせ

るごみ、燃やせないごみ及び大型ごみ（以下「家庭系廃棄ごみ」という。）、資

源物、危険ごみのほか集団資源回収量も含まれますが、人口が減少傾向にある

中で排出抑制を推進するための目標値は、１人１日当たりの排出量（以下「原

単位」という。）を用いることが適切です。 

家庭系ごみについては、平成２１年度に比べ平成３２年度までに家庭系廃棄

ごみを原単位で約８％減らす一方、集団資源回収等量を原単位で約１１％増や

すことで、家庭系ごみ（集団資源回収量を含む。）の原単位を６９５ｇ以下とし

ます。 

また、事業系ごみについては、平成２１年度に比べ、平成３２年度までに排

出量で約１０％減らします。 

以上により、総排出量に係る原単位を約３％減の９１０ｇ以下とすることを

目指します。なお、中間目標年の平成２７年度については約２％減の９２０ｇ

以下とします。 

 

平成３２年度 
区  分 

平成２１年度

（基準年度）

平成２７年度

（中間目標年度） 目標年度 基準年度比 

総排出量 41,837ｔ 40,000ｔ 38,360ｔ -8.3% 

家庭系ごみ排出量（集団

資源回収量を含む。） 
31,770ｔ 30,430ｔ 29,300ｔ -7.8% 

家庭系廃棄ごみ 22,508ｔ 20,880ｔ 19,590ｔ -13.0%  

集団資源回収等量 9,262ｔ 9,550ｔ 9,710ｔ 4.8% 

 

事業系ごみ排出量 10,067ｔ 9,570ｔ 9,060ｔ -10.0% 

総排出量 939ｇ 920ｇ 910ｇ -3.1% 

家庭系ごみ排出量（集団

資源回収量を含む。） 
713ｇ 700ｇ 695ｇ -2.5% 

家庭系廃棄ごみ 505ｇ 480ｇ 465ｇ -7.9% 

原 

単 

位  

集団資源回収等量 208ｇ 220ｇ 230ｇ 10.6% 

 

 

● 資源化の目標値 

資源化の目標値（リサイクル率）については、排出抑制施策、集団資源回収

の奨励及び分別の徹底等の資源化施策を推進することで、平成２１年度の２９．

４％に比べ、平成３２年度までに３．６ポイント増の約３３％に引き上げるこ

とを目指します。なお、中間目標年の平成２７年度については１．６ポイント

増の約３１％以上とします。 
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平成３２年度 
区  分 

平成２１年度 

（基準年度） 

平成２７年度 

（中間目標年度） 目標年度 基準年度比

総資源化量 12,281t 12,450t 12,510t １．９％ 

リサイクル率 ２９．４％ 約３１％ 約３３％ ３．６ﾎﾟｲﾝﾄ

 

    ● 最終処分の目標値 
      最終処分の目標値については、最終処分するごみの多くが溶融処理に伴って

必然的に発生する残渣であり、その生成量は単に溶融処理されるごみ量による

だけでなく、ごみ質に応じて含有重金属等の無害化に要する薬剤処理量等によ

り大きく左右されます。 

このため、特定年度における削減量や削減率を設定することは困難なことか

ら、ごみの排出抑制や資源化を推進することで、計画期間全体を通して最終処

分量を抑制することとし、平成１６年度から平成３０年度までの１５年間の計

画供用年数を５年以上延長させます。 

 

 

 

（１）計画収集人口の推計 
少子高齢化や景気低迷等により、本市の人口は平成１８年度から減少に転じ

ており、こうした傾向は今後も続くと思われます。 
こうした中、この計画における人口推計は、起点とすべき基準年度の原単位

算定等に用いている３月３１日時点の住民基本台帳登載人口とし、今後の傾向

については、江別市総合計画の人口推計に準じて算定し、平成３２年度（目標

年度）における人口を基準年度から５．４％減の１１５，４５０人と推計しま

す。 
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（２）本市の計画目標との比較 

本市は、江別市総合計画（第５次）及び前計画において、ごみの排出量、リ

サイクル率、最終処分量等について目標値を設定しています。 
平成２１年度における実績値と両計画のこれら目標値を比較すると、ごみの

排出量（１人 1 日当たりの排出量を含む。）、最終処分量は既に達成している状

況にありますが、リサイクル率については、集団資源回収量の減少等により目

標を若干下回っています。 
 

    ① 江別市総合計画目標値との比較 

 

平成２１年度 
区  分 

平成１４年度 

（基準年度） 

平成２５年度 

（目標年度） 実績値 基準年度比 

ごみの排出量 51,019ｔ 
41,966ｔ 

(-17.7%) 
41,837ｔ -18.0% 

１人 1日当たりの 

家庭系ごみ排出量 
862ｇ 

720ｇ 

(-16.5%) 
713ｇ -17.3% 

ごみのリサイクル率 16.1％ 
30.6％ 

(14.5 ﾎﾟｲﾝﾄ) 
29.4％ 13.3 ﾎﾟｲﾝﾄ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 前計画目標値との比較 

 

 

 

 

 

 

 

基準年度 目標年度 実績値 

平成９年度 平成２２年度 平成２１年度 

ごみの排出量 １０％削減 １５％減 

ごみのリサイクル率 ３０％に増加 ２９．４％ 

ごみの最終処分量 ６５％削減 ８２％減 
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（３）国の計画・方針の目標との比較 

      国は、３つの計画・方針によりごみの排出量、リサイクル率、最終処分量等

について目標値を設定していますが、平成２１年度における本市実績値は、事

業系ごみの排出量を除き、いずれも目標値を上回っています。 

 

①  第２次循環型社会形成推進基本計画（平成２０年３月策定）の目標値との 

比較 

 

基準年度 国の目標 江別市の実績値 

平成１２年度 平成２７年度 平成２１年度 

１人１日当たりのごみ排出量 約１０％削減 １５％減 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

（資源回収されるものを除く） 
約２０％削減 ２８％減 

事業系ごみ排出量 約２０％削減 １８％減 
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    ② 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るための基本的な方針（平成１７年５月策定）の目標値との比較 

 

基準年度 国の目標 江別市の実績値 

平成９年度 平成２２年度 平成２１年度 

ごみの排出量 約５％削減 １５％減 

ごみのリサイクル率 約２４％に増加 ２９．４％ 

ごみの最終処分量 約５０％削減 ８２％減 

 
 

 

 

    

③ 廃棄物処理施設整備計画（平成２０年３月策定）の目標値との比較 

 

基準年度 国の目標 江別市の実績値 

平成１９年度 平成２４年度 平成２１年度 

ごみの排出量 

（１人１日当たりで換算） 
約 1,082ｇに削減 ９３９ｇ 

ごみのリサイクル率 約２５％に増加 ２９．４％ 

ごみ減量処理率 概ね１００％ １００％ 
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（４）北海道の計画目標との比較 

北海道は、平成２２年４月に策定した北海道循環型社会形成推進基本計画及

びその個別計画である北海道廃棄物処理計画において、ごみの排出量、リサイ

クル率、最終処分量等について目標値を設定していますが、平成２１年度にお

ける本市の実績値は、リサイクル率を除き、いずれも目標値を上回っています。 

 

基準年度 北海道の目標 江別市の実績値 

平成１９年度 平成２６年度 平成２１年度 

ごみ排出量 

（1人 1日当たりで換算）
約 1,000ｇに削減 ９３９ｇ 

ごみのリサイクル率 約３０％に増加 ２９．４％ 

ごみの最終処分量 

（１人１日当たりで換算）
約２０３ｇに削減 ５３ｇ 
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３．基本方針に基づく施策     

     基本目標の達成に向けて、４つの基本方針の下に、次の３４の施策に取り組み

ます。なお、この計画の策定過程において、一部の施策については市民意向の早

期実現を図る等のため先行実施しています。 

    （施策体系図） 

基本方針 施 策 

１－１） 発生・排出抑制の啓発・支援 

１－２） 広報機能の充実 

１－３） 環境教育（学習）の推進 

１－４） 市民団体等との協働 

１－５） 生ごみ減量化の推進 

１－６） リサイクルバンクの運営 

１－７） リユース活動の情報提供 

１－８） 事業系食品残渣再利用の調査研究 

１－９） 集団資源回収の推進 

１－10） 資源物収集の品目拡大の検討 

１－11） 事業者の自主回収ルートの活用 

１－12） 植物性廃食用油の拠点回収の情報提供 

１－13） 布類の拠点回収の拡充 

１－14） 使用済小型家電の回収 

基本方針１ 

３Ｒの推進 

１－15） グリーン購入の推進 

２－１） 安全・安心なごみ処理体制の確保 

２－２） 民間処分業者の活用 

２－３） 在宅医療廃棄物の適正処理 

２－４） 地域生活環境の保全 

基本方針２ 

適正なごみ処理の確保 

２－５） 事業系ごみの適正処理 

３－１） 大型ごみ収集区分の新設 

３－２） 指定ごみ袋の統一と新設 

３－３） ごみ処理手数料の減免拡大 

３－４） ごみ出し困難者に対する収集方法の検討 

基本方針３ 

市民の視点に立った 

ごみ処理システムの構築 

３－５） 燃やせるごみの早期収集 

４－１） 施設の維持管理の推進 

４－２） 収集運搬業務の一括委託 

４－３） 資源物・危険ごみの同日収集 

４－４） 燃やせないごみの収集回数の見直し 

４－５） ごみ処理業務の委託拡大 

４－６） 環境クリーンセンター処理手数料の検討 

４－７） リサイクルバンク利用者負担の検討 

４－８） 広報誌等への有料広告掲載の募集 

基本方針４ 

経済的・効率的な 

ごみ処理の推進 

４－９） 新しいコスト計算手法の導入研究 
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 基本方針 １  ３Ｒの推進 

    

（広報等による教育・啓発） 

１－１） 発生・排出抑制の啓発・支援 

      ごみの発生や排出を抑制するためには、ごみとなるものを持ち込まない、余分

なものは買わない、繰り返し使えるものや長持ちするものを買う、修繕するなど

して大事に扱うなど、市民自身のライフスタイルを見直し、行動することが求め

られます。 

市では、これまでレジ袋の有料化によるマイバッグ持参運動など、ごみ発生・

排出抑制の啓発・支援に取り組んできましたが、ごみ対策の第一ステージとし

て、様々な手法・場面による啓発や取り組み支援を継続していきます。 

 

１－２） 広報機能の充実 

ごみ分別・排出ルールの徹底や３Ｒの啓発等のごみ処理に関する情報提供に

ついては、広報えべつ、分別の手引き・カレンダー、ごみコミえべつ、ホーム

ページのほか、その都度、パンフレット等を発行し、市民への周知・啓発に努

めていますが、市民アンケートでも市からの情報提供が重要とする回答が多く、

引き続き、タイムリーで見やすく分かりやすい広報に努めていきます。 

 

    １－３） 環境教育（学習）の推進 

     （１）環境教育教材等の充実 

循環型社会の形成に向けた知識や行動を多くの市民に習得してもらうた

め、学校や自治会など様々な場面で活用できる分かりやすい教材・資料等

を作成し、配布することにより、環境意識の醸成を図っていきます。 

     （２）施設見学の充実 

        環境クリーンセンターやリサイクルセンター等のごみ処理施設では、従

来より学校や自治会などの団体を中心として施設見学を受け入れし、毎年

多くの団体に施設機能等を説明してきましたが、３Ｒの推進についてより

広く市民に理解してもらうため、市民個人を対象としたごみ処理施設見学

会を開催するなど施設見学を充実します。 

     （３）出前講座の充実 

市民のごみ減量やリサイクルの取り組み促進については、広報やリーフ

レット等による情報提供も大事ですが、相対して直接に訴えかけられる出

前講座方式が理解を深める上で有効です。 

これまでも、生ごみ堆肥化・減量等について講座を実施してきましたが、

関係団体との連携の下、自治会等への情報提供など、その充実に努めます。 

 

    １－４） 市民団体等との協働 

      市民団体の活動は、市民や行政との連携に大きな役割を果たすだけでなく、ご

みの減量や資源化の取り組みを地域全体に広げていく原動力ともなることから、

より一層連携を深めるなど協働を積極的に進めていきます。 
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（発生・排出抑制、再使用、リサイクル） 

  １－５） 生ごみ減量化の推進 

      家庭から排出される燃やせるごみの約３０％は、水分を多く含む生ごみです。

食材は使い切る、食べ残しをしない、生ごみを堆肥化する、ごみに出すときは

水切りするなどの取り組みにより、生ごみを減らすことができます。 

市では、生ごみ堆肥化容器（ダンボール式、密閉式、コンポスター）と電気

式生ごみ処理機の購入助成を継続していくほか、生ごみの水切りについて啓発

するなど、関係団体と連携を図る中で、生ごみ減量の継続的な普及・啓発を行

っていきます。 

 

    １－６） リサイクルバンクの運営 

まだ使える不用となった家具類やスポーツ用品等を、希望する市民に提供す

るリサイクルバンク事業は、「もったいない」という気持ちを大切にし、不用品

の地域循環により、ごみとして出されないようにするリユース事業の中心とな

っています。 

市では、このリサイクルバンクを再利用の実践・啓発の拠点として、引き続き

運営していきます。 

 

１－７） リユース活動の情報提供 

フリーマーケットは、古着等不用になったものでも直ぐにはごみとしない市

民の自主的なリユース活動です。 

市では、こうした活動が広く市民に定着するよう広報等で情報提供していき

ます。 

 

    １－８） 事業系食品残渣再利用の調査研究 

      スーパーマーケットやレストラン、コンビニエンスストア等の事業所から排

出される食品残渣（動植物性残渣）は、家庭から出る生ごみ同様に水分量が多

く、その減量が求められます。 

近年、食品残渣をごみとして排出せず、飼料化・堆肥化によって再利用する

食品リサイクルループの動きが事業者間に出てきていますが、一方、廃棄物と

しての法的側面や処理過程での悪臭発生など、地域環境への影響も危惧される

ことから、他市の例等を参考に、その可能性について調査研究していきます。 

 

１－９） 集団資源回収の推進 

自治会やＰＴＡなど、地域の団体が自主的に取り組んでいる集団資源回収は、

本市のリサイクル事業の中で主要な位置を占めています。 

集団資源回収は、行政収集（資源物収集）のように収集体制や処理施設の整

備といった公費負担の必要がないほか、市民間での地域協働にも一役果たして

いる面もあります。 

市では、従前より集団資源回収に奨励金を交付して、これを推進してきまし

たが、今後も引き続き取り組んでいきます。 
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なお、近年、実施団体数は増加しているものの、回収量が減少傾向にあるこ

とから、市民が広く回収に参加できるよう、実施団体名や回収品目等について

情報提供を強化していきます。 

 

１－10） 資源物収集の品目拡大の検討 

      混ぜれば「ごみ」、分ければ「資源」というように、リサイクルの推進にはよ

り多く品目を分別することが求められます。一方、分別品目の拡大は、収集運

搬や処理コストを増加させるばかりでなく、市民の排出利便性を阻害する面も

ありますので、この間のバランスが大切です。 

市民アンケートでは、発泡スチロール、その他プラスチック、雑紙、枝木等

について分別収集の要望がありましたが、上記のデメリットを踏まえ、分別品

目の拡大について検討していきます。 

 

    １－11） 事業者の自主回収ルートの活用 

      生きびんの回収は従前より小売店で行われてきましたが、大型スーパーマー

ケット等では、紙パックや白色トレイ等、自店で販売した様々な商品について

自主的に店頭回収しています。また、新聞店等でもこうした自主回収が見られ

ます。 

      店頭回収など事業者の取り組み状況の把握に努め、その情報提供により活用

を図っていきます。 

 

１－12） 植物性廃食用油の拠点回収の情報提供 

      バイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）は、寒冷地という地理的条件の下、品質管

理面からの規制もあり、現在のところ広く市民･事業者が利用し得る状況にはあ

りませんが、特定事業所での活用が拡大しつつあることから、その推移を見守

りつつ、引き続き、市内スーパーマーケット等の店舗における拠点回収につい

て情報提供していきます。 

 
    １－13） 布類の拠点回収の拡充 
      古着等の布類の回収は、ウエスとしての活用が可能な綿５０％以上のものを

中心に、フリーマーケットや集団資源回収で取り組まれているほか、市民活動

センターでは常設回収が行われていますが、市民団体と協力しながら拠点回収

の拡充を進めます。 
 
    １－14） 使用済小型家電の回収 

市では、資源リサイクルとして、レアメタル（希少金属）を回収する使用済

小型家電回収モデル事業を平成２１年度から北海道と連携して取り組んでいま

す。 
回収は、年 1 回、えべつ消費者フェア（イベント）で行っていますが、回収

状況を見ながらその手法について検討していきます。 
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    １－15） グリーン購入の推進 

      リサイクルをより一層推進していくためには、商品の購入に当たって再生品

の需要を喚起していくことも必要です。 

市では従前より率先して再生品の優先購入を進めていますが、バージン原料

品との品質差も小さくなってきていることから、引き続きグリーン購入を推進

していきます。 

 

 

 基本方針 ２  適正なごみ処理の確保 

 

    ２－１） 安全・安心なごみ処理体制の確保 

      環境クリーンセンターは、ごみの中間処理と同時に、再生利用（マテリアル

リサイクル）や熱回収（サーマルリサイクル）を行う本市のごみ処理の中核施

設で、ごみの適正処理にはなくてはならない施設です。 

現在、長期包括委託により民間事業者がその運営管理を行っていますが、市

職員によるモニタリングを継続し、運転の効率化や適正な施設の維持管理に努

め、安全・安心なごみ処理を引き続き行っていきます。 

 
    ２－２） 民間処分業者の活用 

火災時の多量ごみ、大型動物の死体等、環境クリーンセンターでの処理が困

難な特殊なごみや、公共工事等で発生する伐採木や刈草等、処理の仕方により

資源化ができるものについては、現在、市内民間事業者に「一般廃棄物処分業」

の許可を付与することで、適正処理を確保するとともに、環境クリーンセンタ

ーや最終処分場への負荷を軽減しています。 
現在の許可を継続するとともに、施設特性を踏まえ、必要に応じ許可品目を拡

大することにより、民間処分業者の活用を図っていきます。 
 

２－３） 在宅医療廃棄物の適正処理 

      在宅医療廃棄物のうち注射針など鋭利なものは、収集作業時等の針刺し事故

により感染の危険性があることから、現在は、受診した医療機関等での処分を

原則としています。 

しかし、近年、高齢化社会の進展や医療の進歩に伴ってその種類も量も増加

しつつあることから、医療関係者との協議により、市が処理できるものと、医

療機関で処理すべきものなど、その範囲の明確化により適正処理を図っていき

ます。 

 

２－４） 地域生活環境の保全 

（１）不法投棄、野焼き防止の啓発・監視 

不法投棄や野焼きは、法によって禁止されています。地域の生活環境保

全のため、看板やのぼりによる注意喚起や広報等での啓発を継続するほか、

警察や消防等の関係機関との連携を強化していきます。 
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（２）ごみステーション管理の支援 

ごみステーションは利用する方により管理されていますが、排出マナー

違反やカラス等による飛散被害も見られます。 

ごみ排出ルールの違反については、ごみを収集しない理由を書いた残置

シールの貼付や排出物の内容確認による排出者への直接指導などとともに、

広報等を通じてルールの徹底を図っています。 
カラス対策についても、ごみネットやカラスよけサークルの普及等、地

域と連携して取り組んでいますが、今後も引き続き支援していきます。 

     （３）共同住宅入居者への排出ルールの徹底 

        大都市圏のベッドタウンとしての性格や学生数の多い本市の特性として、

共同住宅への入居者が多い地区では入居者の入れ替わりが多いほか、生活

時間の相違などによりごみの排出ルールが守られない場合も見受けられま

す。 

これまでも、地域自治会や大学と連携して説明会を開催するほか、アパ

ート管理会社や大学生協等を通じて、専用冊子を配布するなど周知・啓発

を行っていますが、今後もこうした取り組みを継続していきます。 

 

    ２－５） 事業系ごみの適正処理 

     （１）事業所への指導・啓発 

事業系ごみは、ごみの排出事業者自身に適正処理責任があることから、

処理方法等について収集運搬許可業者を通じて日々指導を行っているほか、

パンフレットの配布やセミナー開催等による啓発を行ってきました。 
しかし、一部に廃棄物の分別区分、処理ルート等への理解不足や、ごみ

減量・リサイクルへの取り組みが進んでいない事業所も見られることから、

引き続き、事業系ごみの減量、リサイクル、適正処理について指導・啓発

をしていきます。 

     （２）多量排出事業所の指導強化 

事業系ごみについては、週平均排出量が５００㎏を超える２割の事業所

で全事業系ごみの９割を占めるという調査結果があり、多量排出事業所の

排出行動がごみの適正処理に大きく影響します。 

ごみの組成分析や事業所アンケートでは、認識の違い等により、産業廃

棄物の混入や、逆に家庭系ごみへの排出も一部に見られることから、本市

のごみ処理ルールの徹底について、多量排出事業所を中心に指導を強化し

ていきます。 
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 基本方針 ３  市民の視点に立ったごみ処理システムの構築 

 

    ３－１） 大型ごみ収集区分の新設（平成２２年１０月 先行実施） 

      これまで、ごみステーションに出せなかった最大辺が１メートルを超える大

型家具類、ガスコンロなど発火の危険性があるもの、鉄アレイなど硬いかたま

り状のものについて、事前に電話申込みを受けて、玄関先などから戸別に収集

する「大型ごみ」という収集区分を設けました。 

以前は、収集運搬業者に個別に依頼するか、自ら環境クリーンセンターに持

ち込まなければならず、市民にとっては経済的にも労力的にも大きな負担とな

っていましたが、新たな大型ごみ制度の下では、ごみの大きさや重さに応じて、

２５０円、５００円、１，０００円の、３種類のいずれかの負担で済むことか

ら排出利便性が向上しました。 

      大型ごみの収集実施については、市民アンケートでも約７割の方から要望が

ありました。 

 

    ３－２） 指定ごみ袋の統一と新設（平成２２年１０月 先行実施） 

      平成２０年１０月の分別区分の変更により、燃やせるごみが増加し、燃やせ

ないごみが半減したことから、燃やせないごみ袋が使われずに残る状態となり

ました。 

      市民には袋を使い分ける手間をなくし、取扱店には保管・販売の手間を軽減

し、市としても袋の作成や配布に要する費用の軽減となるため、指定ごみ袋を

統一しました。 

また、近年、世帯の少人数化が進み、ごみの少量排出の要望を踏まえて、指

定ごみ袋の統一に合わせ５リットルの少量袋を新設しました。 

 

３－３） ごみ処理手数料の減免拡大（平成２２年１０月 先行実施） 

      ごみ処理手数料の減免は、これまで生活保護世帯を対象としてきましたが、

今日の高齢化の進展や子育て環境重視の下、常時、おむつが必要な方への支援

が福祉的観点から求められており、ごみ出し負担の軽減として減免対象を要介

護高齢者や２歳未満の乳幼児等に拡大しました。 

 

    ３－４） ごみ出し困難者に対する収集方法の検討 

      近年、世帯の少人数化とともに、高齢者や障がい者の単身世帯化等により、

ごみ出しが困難な要介護世帯が増加する傾向が見られます。 

      こうしたごみ出し困難者は、現在、家族や民生委員など地域福祉に支えられ

ていると思われますが、今後その増加が予想されることから、収集方法のあり

方について検討していきます。 

 

    ３－５） 燃やせるごみの早期収集 

      燃やせるごみの約３割は、カラス等が狙う生ごみが占めています。ごみは朝

９時までにごみステーションに出すこととしていますが、飛散防止には早期の

収集が望まれます。 
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市民アンケートでも、早めの収集に対する要望が多く寄せられていることか

ら、地区割りや収集ルートなど収集体制のあり方について検討し、早期収集に

努めていきます。 

 

 

 

 基本方針 ４  経済的・効率的なごみ処理の推進 

 

    ４－１） 施設の維持管理の推進 

現在、中間処理が行われている環境クリーンセンターは本市のごみ処理の中

核施設として、安全で安心な施設の運営管理が求められています。 

運転維持管理上の不具合を防止し、施設の優れた処理性能を発揮させるため、

日々の点検、整備を継続していきます。 

また、施設建設には大きな財政負担を要しており、施設の安全で安定的な運

転管理を維持するため長期修繕計画を策定します。 

最終処分場については、環境クリーンセンターの特性から処理後の残渣は最

小限に抑えられています。管理型最終処分場としての安全性を十分に確保して

いきます。 

 

    ４－２） 収集運搬業務の一括委託（平成２２年１０月 先行実施） 
市ではこれまで、燃やせるごみ、燃やせないごみ、資源物、危険ごみの収集

運搬を、順次、個別に業者委託をしてきましたが、その効率化を図るため、先

行実施の大型ごみ収集を含め、行政収集に係るすべてのごみ・資源物の収集運

搬業務を一括して委託しました。 
この一括委託により、業務量に応じた車両及び人員を調整することが可能と

なり、収集運搬業務の効率が高まりました。 
 

    ４－３） 資源物･危険ごみの同日収集（平成２２年１０月 先行実施） 

      資源物については月２回、危険ごみについては月１回の収集としていました

が、この間での曜日違いの排出が多く見られ、収集上の支障が生じていました。 

危険ごみの収集を資源物の収集日と同日としたことで支障を解消し、同時に

車両の効率的な運用も可能となりました。 

 

    ４－４） 燃やせないごみの収集回数の見直し（平成２２年１０月 先行実施） 

      平成２０年１０月に行った分別区分の変更により、燃やせないごみの量が半

減したことから、排出量に応じて、燃やせないごみの収集回数を、年末年始や

春先の引っ越し時期等の多量排出となる時期を除き、週１回から月２回に変更

しました。 

今後も、排出量と市民利便性のバランスを見ながら、収集回数について必要

に応じた見直しを行っていきます。 
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４－５） ごみ処理業務の委託拡大 

市民の期待するごみ処理の推進には、これまでの業務水準や安全性を維持し

つつ、市民負担となるごみ処理費用を抑制していくことが必要です。 

効率的な業務執行に引き続き努めるとともに、指定ごみ袋の管理、不適正排

出ごみの回収、不法投棄防止の監視パトロールなどの定型的業務について委託

拡大を図っていきます。 

 

    ４－６） 環境クリーンセンター処理手数料の検討 

      環境クリーンセンターでは、直接搬入される家庭系ごみや事業系ごみを有料

で処理しており、ごみ処理手数料収入合計の約３割を占めています。 

当センターでのごみ処理手数料の金額は、排出抑制や費用負担の公平化の観

点とともに、指定ごみ袋など有料の家庭系ごみとのバランス等も考慮しながら、

その金額のあり方について検討していきます。 

 

４－７） リサイクルバンク利用者負担の検討 

      リサイクルバンクでは、現在、不用品を無料回収・無料提供しており、利用

する市民にとっての利便性は高い半面、回収費用や展示・提供に係る運営費用

はすべて公費で賄われており、利用している人と利用してない人との間では公

平な負担とはなっていません。 

リサイクルバンク利用料など、受益者負担として利用者に一定の負担を求め

ることで、リユースの中心的な事業としての当事業の持続的な運営を確保する

だけでなく、ものを長く大事に使うという市民への動機付けを図る上でも有効

です。 

このことから、リサイクルバンクの利用について、費用負担のあり方やその

手法等について検討していきます。 

 

    ４－８） 広報誌等への有料広告掲載の募集 

      市では、広報えべつなど様々な広報紙面に有料広告を掲載し、広告収入を確

保して経費節減を図っています。 

清掃部門においても、分別の手引き、収集日カレンダーなど様々な定期広報

物があり、また、指定ごみ袋は市民が必ず購入し目にするもので広告媒体とし

ても有効と考えられることから、有料広告の掲載について募集を行っていきま

す。 

 

    ４－９） 新しいコスト計算手法の導入研究 

施設の維持費等ごみ処理費が増大する今日、より低コストで良質なごみ処理

サービスを提供していくためには、事業に要する費用の必要性や効率性等を、

全国統一的な基準を用いて比較検証していくことが必要なことから、国及び他

市の動向等を見ながら、その導入について研究していきます。 
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４．目標年度におけるごみの発生（処理）量 

     基本方針に基づく様々な施策の取り組みにより、各段階における中間目標年度

及び最終目標年度のごみ発生（処理）量を、次のように見込みます。 

910g
下段

凡 例

平成21年度

（基準年度）

平成27年度

平成32年度

（中間目標年度）

（最終目標年度）

総排出量

1人1日当たり排出量

38,360t

41,837t
939g

40,000t

上段

中段
920g

集団資源回収量

8,378t

8,660t

8,810t

計画処理量

33,459t

31,340t

29,550t

家庭ごみ 事業ごみ

23,392t

21,770t

20,490t

10,067t

9,570t

9,060t

直接最終処分量

58t

55t

50t

中間処理量

33,367t

31,250t

29,465t

直接資源化量

34t

35t

35t

直接資源化量

（過年度保管分）

7t

－

－

中間処理後最終処分量

2,325t

2,300t

中間処理後資源化量

3,862t

3,755t
25,195t
63.0%

中間処理による減量化量

中間処理による減量化率

27,180t
64.9%

2,355t
5.9%

3,665t

最終処分量

最終処分率

2,270t
23,530t
61.4%

2,320t
6.0%

2,383t
5.7%

総資源化量

リサイクル率

12,281t
29.4%

12,450t
31.1%

12,510t
32.6%

 

 

凡  例 
上段 平成２１年度 
   （基準年度） 
中段 平成２７年度 
  （中間目標年度） 
下段 平成３２年度 
  （最終目標年度） 
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５．その他ごみの処理に関し必要な事項 
 

（１）災害廃棄物処理対策 
      災害時には、多量の廃棄物発生が予想され、迅速な対応も求められます。 

災害後の環境衛生保持の観点から、「江別市地域防災計画」に定める災害応急

対策計画の清掃計画による適切な処理を行うほか、国が策定した｢震災廃棄物対

策指針｣及び｢水害廃棄物対策指針｣により、近隣市町村との連携体制や、災害廃

棄物の収集方法、仮置き場の確保等について適切な対策を講じていきます。 

 

（２）廃棄物処理施設整備基金 

      ごみ焼却処理施設や最終処分場など、廃棄物処理の中心施設の更新には多額

の費用を要します。環境クリーンセンターや最終処分場は、平成１４年に整備

されておりこの計画期間内における更新予定はありませんが、いずれは耐用年

数を迎えます。 

将来の施設更新に向けて、基金を含めた資金対策を計画的に行っていきます。 

 

（３）産業廃棄物処理施設等への対応 

      産業廃棄物は、行政区域内処理が原則の一般廃棄物と異なり、行政区域を越

えて処理できることから、札幌市に隣接する本市においては、産業廃棄物処理

施設等による生活環境問題が多く引き起こされます。 

産業廃棄物については、本市に法的権限はありませんが、産業廃棄物処理施

設等の立地や運転については、地元自治会と協力しながらパトロールを行うほ

か、権限庁の北海道や札幌市と情報の提供や収集を行い、連携して指導等を行

っています。 

また、札幌圏の市町村で構成する「札幌圏廃棄物対策連絡会議」においても、

情報交換や合同パトロールを毎年実施しています。 

      さらに、平成２１年１０月に懸念される環境問題の発生防止と地域の生活環

境の保全を目的として、「産業廃棄物処理施設に係る環境保全要綱」を制定し、

協定の締結等に取り組んでおり、こうした様々な取り組みを今後も継続してい

きます。 

 
（４）新篠津村のごみ処理受託 

      隣接する新篠津村の一般廃棄物（燃やせるごみ・燃やせないごみ・危険ごみ）

を平成１８年４月から環境クリーンセンター等で受け入れし処理しています。 
      これは、石狩市、当別町とともに加入していた北石狩衛生施設組合の解散に

伴い、当村からの処理依頼に基づくものです。 
      受託ごみ処理量は、年間７００トン（本市の約２％）ほどであり、本市のご

み処理に支障はないことから、今後も受託を継続していきます。 

なお、受託収入は年間約３千万円となっています。 
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第３編 生活排水処理基本計画 

 

第１章 生活排水処理の現状と課題 

   

  第１節 生活排水処理の現状 

 

本市における下水道普及率は９７％を越えている状況ですが、下水道処理区

域となっていない市街化調整区域においては、合併処理浄化槽の普及促進を図

っています。 

      平成２１年度における生活排水処理の状況は、行政区域内人口１２１，９８

７人のうち、１１９，５２０人については、生活排水の適正処理がなされてい

ます。 

      合併処理浄化槽は、従前、事業所、学校など比較的規模の大きいものの設置が

主体でありましたが、最近は、個別住宅に設置する件数が増加してきています。 

また、し尿及び汚泥については、それぞれ許可業者が収集・運搬し、し尿処

理施設へ搬入しています。 

      し尿処理施設は、１日あたり２０ｋｌの処理能力を有しており、運搬された

し尿・汚泥はこの施設で、不適物を取り除き、その後下水道汚水と合わせて処

理されています。 

なお、新篠津村のし尿及び汚泥も一般廃棄物と同様に平成１８年４月から受

け入れしていますが、その処理量は年間約８３０ｋｌ（本市の約１７．２％）

となっていますので、本市のし尿処理に支障のない範囲で今後も受託を継続し

ていきます。 

 

 

生活排水処理フロー図 
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生活排水の処理形態別人口の推移               （単位：人） 

     年 度 

項 目 
平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度

１ 行政区域内人口 123,070 123,086 123,012 122,344 121,987

２ 下水道処理人口 118,741 118,841 118,847 118,315 118,062

３ 浄化槽処理人口 1,998 2,058 2,098 2,160 2,191

４ 非水洗化人口 

（し尿） 
2,331 2,187 2,067 1,869 1,734

 

 
 

 

第２節 生活排水処理の課題 

 

      合併処理浄化槽については、設置するために国の補助制度はあるものの、工

事に高額な費用を伴うとともに、水道料金や清掃、法定検査などの維持費が必

要となることから、普及していくことが難しい状況にあります。 

      このことから、本市の生活雑排水の処理は、そのほとんどが下水道処理によ

るものですが、市街化調整区域（主として農村地区）の家庭では、合併処理浄

化槽で処理する割合も徐々に増えてはいるものの、依然として「し尿の汲み取

り」若しくは「単独処理浄化槽」で処理されており、生活雑排水は未処理のま

ま排水溝に流れて河川など公共用水域に放流されますので、河川などへの水質

に少なくない影響を及ぼしています。 

 

 

 

第２章 生活排水処理基本計画 

 

  第１節 基本目標と基本方針 

 

   １．基本目標 

     生活排水処理施設の一層の整備推進に努めるとともに、啓発活動を通じて各家

庭からの発生源対策を充実させることにより、身近な生活環境の保全及び自然環

境の向上を図ることを生活排水処理の目標とします。 
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２．基本方針 

     自然環境の保全と生活排水による水質の汚濁を防止するため、公共下水道及び

合併処理浄化槽の普及促進をはじめとした生活排水対策を推進します。 

市街化区域は公共下水道によることとし、市街化調整区域については、次の基

本方針を定め具体的な施策を実施していきます。 

 

① 水質汚濁を防止するため、本市において合併処理浄化槽の設置者に対して

は、その設置費用の一部を補助することにより、合併処理浄化槽の普及を

推進していきます。 

 

② 単独処理浄化槽による公共用水域の水質汚濁を防止するため、市街化区域

に設置されているものについては、公共下水道への接続を、市街化調整区

域に設置されているものについては、合併処理浄化槽への転換を推進して

いきます。  

 

 

第２節 生活排水の処理計画 

 

   １．処理の目標 

     基本方針に基づき、生活排水処理対策を進めることにより、水質汚濁を防止し

ます。 

 

① 水洗化・生活雑排水処理人口及び生活排水処理率の目標  

      目標年度の平成３２年度における水洗化・生活雑排水処理人口を１１３，５

０２人、生活排水処理率を９８．３％、合併処理浄化槽処理人口を１，９４４

人とし、非水洗化人口を減少させます。 

 

水洗化・生活雑排水処理人口及び生活排水処理率の現状と目標 

 平成２１年度 

（基準年度） 

平成３２年度 

（目標年度） 

１行政区域内人口 121,987 人 115,450 人

２水洗化・生活雑排水処理人口 119,520 人 113,502 人

（１）下水道処理人口 118,062 人 111,558 人 

（２）合併処理浄化槽処理人口 1,458 人 1,944 人

３生活排水処理率 98.0％ 98.3％

４非水洗化（単独処理浄化槽）人口 733 人 697 人

５非水洗化（し尿）人口 1,734 人 1,251 人

※生活排水処理率は、水洗化・生活雑排水処理人口÷行政区域内人口 
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② 合併処理浄化槽設置整備計画 

      目標年度における合併処理浄化槽処理人口を達成するため、その整備につい

ては、国庫補助事業を活用し、次のとおり計画します。 

 

      合併処理浄化槽の設置整備計画 

設 置 整 備 計 画 地 域 

整備基数 

・ 

整備人口 

整備計画年度 概算事業費

本市行政区域内のうち 

美原、篠津、八幡、上江別の一部 

中島、豊幌の一部、江別太の一部 

東野幌の一部、西野幌の一部、角山 

元野幌の一部、大麻の一部、文京台の一部

計画基数 

１００基

計画処理人口

 ４３０人

平成２３年度 

～ 

平成３２年度 

43,400千円

 

 

２．し尿及び汚泥の処理目標 

     し尿及び汚泥を排出する方に対する収集・運搬については、衛生的で快適な生

活環境を維持する上で必要な行政サービスであることから、今後においても継続

して実施するとともに合併処理浄化槽の設置普及を図ります。 

     目標年度における排出量を合計で３，４５０ｋｌとします。 

 

     し尿及び汚泥の処理量の現状と目標 

 

 

平成２１年度 

（基準年度） 

平成３２年度 

（目標年度） 

汲み取りし尿 ２，６０５ｋｌ １，９００ｋｌ

単独処理浄化槽汚泥 

合併処理浄化槽汚泥 
１，３７３ｋｌ １，６５０ｋｌ

合     計 ３，９７８ｋｌ ３，５５０ｋｌ

      ※それぞれの排出量は、１人１日あたりの原単位を、汲み取りし尿４．１２ℓ、 

浄化槽汚泥１．７１ℓとして計算した。 
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第４編 計画の推進等 

 

１．計画の進行管理 
     本計画の推進に当たっては、各施策の進捗状況を点検・評価するなど、ＰＤＣ

Ａ（Plan：計画、Do：実行、Check：評価、Act：改善）サイクルに基づくマネ

ジメントを行っていきます。 
また、各施策の結果については、次期計画に反映させていくものとします。 

 
 

２．情報公開 
     市民・事業者と情報を共有するため、ごみの量や処理経費等に関するデータに

ついては、清掃事業概要のほか、広報・ホームページにより広く情報を公開して

いきます。 
 
 

３．その他計画の推進に必要な事項 
（１）廃棄物減量等推進審議会 

      廃棄物処理法第５条の７及び江別市廃棄物の処理及び資源化・再利用の促進

に関する条例第６条の規定に基づき、市長の諮問機関として設置しています。     

学識経験者枠から５名、民間団体枠から６名のほか、平成２１年度からは市民

委員の公募を行い、現在２名の委員が委嘱され、計１３名で構成されています。 

広く市民の取り組みが必要な「ごみの減量」について、その審議には市民的

感覚が大切なことから、引き続き、女性の積極的登用を含めて幅広い層から市

民委員を公募し、その参加を求めていきます。 

 

   （２）パブリックコメント、市民アンケートの実施 

      ごみ処理についての様々な課題を解決するには、広く市民の意見や要望を聞

いていくことが大切です。 

清掃事業についての大きな制度変更や中心施設の更新など、将来のごみ処理

のあり方を規定する施設整備の際には、ごみ処理の現状把握、意見聴取等のた

めのアンケート調査やパブリックコメントなどの市民参加の手続を必要に応じ

て実施し、清掃事業の運営に反映させていくものとします。 

 


